




















する｡ デジタル製品は勝者総取り (winner-take-all) の市場構造を生み出す｡
その結果大企業はこのようなデジタルイノベーションによってますます効率
化を促進し, 集中度を高める｡ そのため労働分配率が低下し, 所得格差が拡
大する｡
ピケティ [2014] は資本の成長率が経済成長率を上回るので, 先進国 (特
に米国) で格差が拡大していることを示した｡ 実質 GDP (国内総生産) は
増大しているが, 資本の成長率はそれを上回るので, 所得格差が拡大する｡
経済的不利を蒙った有権者はポピュリズム政党に投票し, その結果所得を再
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らには計算, データ処理, パターン認識, 予測, さまざまな種類の問題解決,
判断, 創造性, コミュニケーションが含まれる｡ AIはおかれた環境を認識
























(２) Acemoglu and Restrepo [2019a].
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であるアナログイノベーションと異なり, 知識 (デザイン, 著作権, ソフト
ウェアコード, データ) のウェイトが高い｡ それは完全に無形であるので,
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(６) 中田 [2017]. たとえば Google は YouTube を買収し, Facebook は Instagram
やWhatsAppを買収した｡



























(９) 以下のモデルは Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017] に基づいている｡ ある
企業 iの生産関数を   (は総付加価値, は資本と労働の相対価格
を一定とする技術進歩, は労働, は資本であり, はそれらの配合である｡)










際 Googleや Facebookなどのスーパースター企業の多くは, 収益が知的財産
権と少数の高スキルの労働者に依存しているので, 収益に比べて人件コスト
はきわめて低い｡
Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017a, 2017b] はアメリカにおける製造業,







































































































































































































(11) Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017a, 2017b].




























































































































(12) Acemoglu and Resrepo [2019b].
(13) Acemoglu and Resrepo [2019b].
(14) Acemoglu and Resrepo [2019b].


















化, 合成効果, 代替効果からなる｡ Acemoglu and Resrepo [2019b] は賃金
の変化を1947年から1987年までと1987年から2017年とを比較している｡ 1947
年から1987年では１人当たりの賃金が年率2.5％で増加した｡ これは主とし

































化したが, それが低品質であるので, 大きな生産性の向上はなかった｡ 中途
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Frey and Osborne [2018] は研究者のアンケートに基づいてどのようなタ
スクがコンピュータ化され, それが困難なタスクの予測を行った｡ それによ
れば, おそらく10年から20年以内に米国の総雇用の47％が自動化されるとし



























































ある分野である｡ 現在教育は AIの浸透度が低い分野である｡ 教育主流は教
















ケーションは医者, 看護師, 技術者, 医療提供者に, 幅広いサービスとより






これまで主に Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017a, 2017b] と Acemoglu





自動化が労働に対する影響が異なる｡ Dauch, Findeinsen, Suedekun, and
Woessner [2018] は, ロボットと雇用についてドイツ連邦雇用庁の労働市場
データを使っての実証研究をおこなっている｡ ここでいうロボットは自動制
御され, 完全自律型で, 多目的に利用される汎用性をもつ｡ ドイツのロボッ
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(19) これは Acemoglu and Restrepo [2018b] による, ロボットの採用の増加によっ
て人間の補完的インプットの需要が高まったモデルと一致している｡





図３は1995年から2015年間で1995年を100としてタスク (縦軸) 毎, 図４
はスキルカテゴリー毎の累積賃金 (横軸, 1995年を100として正規化) を示
している｡ 図３は累積賃金を従属変数, タスクカテゴリー, スキルカテゴリー,
プラントの規模, 産業と地域を独立変数とした回帰式でタスクカテゴリーの
回帰係数の変化であり, 図４はスキルカテゴリーの回帰係数の変化を表して
いる｡ 高スキルは大学出身者, 中スキルは職業訓練出身者, 低スキルはその
他出身者である｡


























向, すなわちポピュリズムが台頭し, 勢力を拡大している｡ AIによる置換
効果による労働者の所得分配率の低下に伴ってポピュリズムが拡大している｡
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図４ スキルレベルと労働分配率の変化





















ポピュリズムには右派と左派がある｡ 日本, EU, アメリカでは右派ポピュ













(21) Autor, Hanson, and Majlesi, [2017].
(22) Guiso, Herrera, and Sonno [2017].
知覚を高める｡ 実際伝統的な左派の政権 (EUでは社会民主党, アメリカで
は民主党) は新自由主義的政策をとり, グローバリゼーションを促進する政
策をとった｡ その結果所得格差が拡大し, 左派政権への失望が増大した｡ こ
の意味では新自由主義的政策がポピュリズム政党を生み出した｡
ポピュリズム政策の提案は, 短期的な保護に決定的に依存しており, 制度
的制約を劇的に解消すること (例えば, 減税, ユーロ圏からの輸入, 輸出の


































































の研究者 Geoffrey Hintonをトロント大学に招聘し, AI研究を世界的レベル
に高めた｡ 政府の支援に加えて世界から優秀な研究者が集まり, それを追っ






働きやすい (特に女性に対して) 労働環境を整えていたら, 現在のような状
況は緩和されていたはずだ｡ これらの政策には長期視点と長期コストが必要
であるが, この間ポピュリスト的政策がとられたことが最大の原因である｡




(25) 中国は619人 (人口10万にあたり0.04人) であるが, 急速に AIの研究投資を行っ
ており, 2020年には世界的レベルに達すると言われている｡
すでにグローバリゼーションは所得格差を拡大しているなかで, 本格的に
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